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プレミアム付商品券
所得の少ない人や子育て世帯の消費に対して、10月に予定されている消費税率の引き上げが与える
影響を緩和し、市内での消費を喚起・下支えするため、プレミアム付商品券を販売します。

 対　象 　次の⑴または⑵、もしくはその両方を満たす人。
⑴平成31年度市民税（均等割）非課税の人
　平成31年 1 月 1 日時点で廿日市市に住民票のある人で、
対象と思われる人に、 8月上旬に、商品券購入引換券交付
申請書を送付します。商品券購入引換券の取得を希望する
人は申請書を提出してください。審査の結果、認定された
人に 9月下旬以降、商品券購入引換券を送付します。
※�市民税課税者と同じ生計の配偶者・扶養親族、青色・白
色事業専従者、生活保護被保護者などを除く
※�8 月中旬を過ぎても申請書が届かない人は問い合わせて
ください
⑵ 3歳未満の子が属する世帯の世帯主
　令和元年 6月 1日、 7月31日、 9月30日時点で廿日市市に住
民票のある対象世帯主に、 9月下旬以降に商品券購入引換券を
送付します。商品券購入引換券交付申請書の提出は不要です。
 商品券 
　 1冊当たり、500円券×10枚綴り＝5,000円分を、4,000円
で販売します。
※ 1人当たり、 5冊まで（利用可能額： 2万5,000円）
※対象⑵の人は、 5冊× 3歳未満の子の人数まで
 商品券販売場所 
※�現在、調整中です

　配偶者からの暴力を理由に廿日
市市に避難しており、事情により、
基準日（平成31年 1 月 1 日）時点
で住民票を移すことができていな
いが一定要件を満たす人は、廿日
市市で商品券を購入することがで
きる場合があります。早めに市役
所 1階福祉総務課に申し出てくだ
さい。
　ただし、住民票がある市区町村
で、既に配偶者などに商品券購入
引換券が交付されている場合は、
申し出を行った人への商品券購入
引換券の交付はできませんのでご
了承ください。

　�プレミアム付商品券を販売する
ため、市や国の職員などが皆さま
の個人情報を尋ねたり、手数料の
振り込みやATM（銀行・コンビ
ニなどの現金自動支払機）の操作
をお願いしたりすることは絶対に
ありません。

 確認してください 
　商品券の購入手続きなどを円滑に行うためには、住民登
録などが適切に完了している必要があります。次の手続き
ができているか確認してください。
●�市民税の申告･･･収入がない人でも、市民税の申告をし
ていなければ商品券の対象になりません。
●�住民登録･･･現在住んでいる住所の住民登録が済んでい
ない人は、速やかに市役所で手続きしましょう。
●�転居する際･･･書類は郵送しますので、郵便局へ転居届
を提出しましょう。
●�東日本大震災で避難した人･･･避難先住所などの変更が
あれば、次に届け出ましょう。
・�指定13市町村（※）の人：避難元市町村の窓口
※��いわき市、田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉
町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、川内村、葛尾
村、飯舘村

・�それ以外の人：市役所 1階市民課、各支所市民担当
 商品券取扱店舗 
　市内店舗のうち、商品券取扱店舗として登録された店舗
で使用できます。今後、随時市ホームページなどでお知ら
せします。

※�市民税が�
非課税の人
　（対象⑴）のみ

購入対象者市

①申請書発送　 8月上旬
対象⑴の人に、制度案内、
申請用紙などを送付

②申請書の記入・提出
・�案内に記載された要件�
を確認し、申請書に記�
入
・�返信用封筒で申請書を�
提出

⑥購入引換券受領

⑦商品券購入　 
　 9月下旬～令和 2年 2月末
購入引換券と身分証を提示

⑧商品券使用
　10月～令和 2年 ３月末

③申請書の受け付け
8月～12月下旬

受付場所：市役所
平日　 8：30～17：00

④審査決定
　 １～ 2カ月程度

⑤購入引換券発送　
　 9月下旬～令和 2年 １月末

配偶者からの
暴力を理由に
避難している人へ

「プレミアム付商品券」
を装った特殊詐欺や�
個人情報の詐取に�
注意してください

対象⑵の人はこれ
らの手続きは必要
なく、市から直接
購入引換券が郵送
されます。

ハツラツはっちゃん

プレミアム付商品券配布の流れ

問い合わせ  専用コールセンター 緯叡1012
　　　　　  福祉総務課　　　　 緯運9225
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伝建地区範囲
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